
厚生労働省障害保健福祉関係主管課長会議について 

 

【要 点】 

１．障害者総合支援法について（２～１１ページ） 

 ・障害者の範囲について、制度の谷間を埋めるべく、「難病等」を加える。具体的には、

平成２５年１月下旬を目処に政令が公布され決定する予定です。 

 ・障害程度区分について、障害の多様な特性その他の心身の状 態
じょうたい

に応じて
お う   

必要
ひつよう

とされる

標準的支援の度合いを総合的に示す、障害支援区分に改める。 

 ・重度訪問介護の対象を、現行の重度の肢体不自由者に加え、重度の知的障害者・精神

障害者に対象を拡大する予定。 

・ケアホームのグループホームへの一元化 

 

２．ペースメーカー等に係る障害認定の見直しについて（１２ページ） 

 ・現在、ペースメーカー装着者などの場合、身体障害１級と認定されていますが、今後

は装着後の状態で評価する視点で見直しを検討し、来年度の認定から変更となる予定。 

  

３．相談支援の充実等について（１３～１８ページ） 

 ・サービス等利用計画については、平成２７年３月までに原則として、全ての障害福祉

サービス又は地域相談支援を利用する障害者等を対象とする。 

 

４．地域自立支援協議会について（１６～１７、１９～２１ページ） 

 

本会議の資料は、 

http://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/shougaishahukushi/kaigi_shiryou 

のアドレスから資料を閲覧することができます。 
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